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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　内視鏡の鉗子チャンネルに挿通可能な可撓性の操作管と、
　該操作管内に進退自在に挿通された操作ワイヤ部と、
　基端が該操作ワイヤ部の先端に接続され拡開および収縮可能な処置部とを備え、
　該処置部が、先端と基端とがそれぞれ結束された複数の弾性ワイヤからなるワイヤ組を
複数備え、
　これらワイヤ組の基端から先端に至る途中部分に、複数の屈曲点と、前記各弾性ワイヤ
が互いに間隔をおいて分岐される分岐点とが形成され、
　前記屈曲点が、前記処置部の先端と基端とを結ぶ軸線を基準に谷折り状態に曲げられた
谷折り屈曲点と、前記軸線を基準に山折り状態に曲げられた山折り屈曲点とをそれぞれ複
数備え、
　前記山折り屈曲点のうち前記処置部の先端に最も近い第１の山折り屈曲点が、前記軸線
に直交する方向から見たときに、前記分岐点と前記処置部の先端との中間点よりも前記処
置部の先端側に配されていることを特徴とするバスケット型把持鉗子。
【請求項２】
　前記山折り屈曲点のうち前記処置部の先端から２番目の山折り屈曲点を第２の山折り屈
曲点とするとき、
　前記軸線から前記第１の山折り屈曲点までの距離が、前記軸線から前記第２の山折り屈
曲点までの距離の３／４以下に形成されていることを特徴とする請求項１に記載のバスケ
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ット型把持鉗子。
【請求項３】
　前記弾性ワイヤの先端の結束部から前記分岐点までの途中に、前記山折り屈曲点が連続
　して複数形成されていることを特徴とする請求項１又は２に記載のバスケット型把持鉗
子。
【請求項４】
　前記弾性ワイヤの先端の結束部から前記分岐点までの途中に形成された前記各山折り屈
曲点間の距離が、略同一に形成されていることを特徴とする請求項１から３の何れか一つ
に記載のバスケット型把持鉗子。
【請求項５】
　前記処置部の先端側から最初に山折り状態に曲げられた前記屈曲点において、
　異なる前記ワイヤ組の隣接する前記弾性ワイヤの間隔が、同一の前記ワイヤ組内におけ
る前記弾性ワイヤ同士の間隔よりも大きい間隔に形成されていることを特徴とする請求項
１から４の何れか一つに記載のバスケット型把持鉗子。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、バスケット型把持鉗子に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、経内視鏡的に体腔内に挿入して胆道等の体腔内に発生した結石等の異物を把持す
る処置具としてバスケット型把持鉗子を使用している。このバスケット型把持鉗子は、複
数の弾性ワイヤを有するワイヤ組を複数備え、各ワイヤ組の先端と後端とが結束され、各
弾性ワイヤにおける途中部分に、この先端と後端とを結ぶ仮想線から後端側が離間する方
向に谷折り状態に曲げられた谷折り屈曲点と直線状態に対して後端側に向かって仮想線に
接近する方向に山折り状態に曲げられた山折り屈曲点とを備えた複数の屈曲点が設けられ
て全体として籠状に形成されたバスケット部を備えたものが提案されている（例えば、特
許文献１参照。）。
　このバスケット型把持鉗子によれば、バスケット部内に把持した結石等の脱落を防止す
るため、拡開状態で一つのワイヤ組における弾性ワイヤ間の拡開角度と隣接するワイヤ組
における弾性ワイヤ間の拡開角度とをバスケット部の先端側から見て略同一の角度に形成
することによって、バスケット部内に結石等を捕捉しバスケット部を収縮することによっ
て結石等を弾性ワイヤ内に閉じ込めて把持することができる。
【特許文献１】特許第３０７５３５５号公報　（第５図、第６図）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　しかしながら、上記従来のバスケット型把持鉗子は、上記仮想線であるバスケット部の
中心軸に向かって大きく縮みやすい谷折り屈曲点がバスケット部の先端側に形成され、先
端側から１番目の山折り屈曲点の近傍又はその後端側で管腔壁に接するように形成されて
いる。そのため、バスケット部が管腔内で径方向内方の力を受けて収縮された際、先端側
の谷折り屈曲点部分が中心軸に向かって互いに折れ曲がるのに伴い、先端側のワイヤ組同
士は接近して互いの間隔が密になる。一方、一つのワイヤ組内における弾性ワイヤ同士の
間隔は変化しにくいため、各弾性ワイヤの間隔が不均一になってしまい、バスケット部の
基端側から内部に把持した結石等が先端側から脱落してしまう可能性があった。
【０００４】
　本発明は、上記事情に鑑みて成されたもので、狭い体腔内でも弾性ワイヤ間の間隔を均
等にして結石等を確実に把持できるバスケット型把持鉗子を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
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　本発明は、上記課題を解決するため、以下の手段を採用する。
　　本発明に係るバスケット型把持鉗子は、内視鏡の鉗子チャンネルに挿通可能な可撓性
の操作管と、該操作管内に進退自在に挿通された操作ワイヤ部と、基端が該操作ワイヤ部
の先端に接続され拡開および収縮可能な処置部とを備え、該処置部が、先端と基端とがそ
れぞれ結束された複数の弾性ワイヤからなるワイヤ組を複数備え、これらワイヤ組の基端
から先端に至る途中部分に、複数の屈曲点と、前記各弾性ワイヤが互いに間隔をおいて分
岐される分岐点とが形成され、前記屈曲点が、前記処置部の先端と基端とを結ぶ軸線を基
準に谷折り状態に曲げられた谷折り屈曲点と、前記軸線を基準に山折り状態に曲げられた
山折り屈曲点とをそれぞれ複数備え、前記山折り屈曲点のうち前記処置部の先端に最も近
い第１の山折り屈曲点が、前記軸線に直交する方向から見たときに、前記分岐点と前記処
置部の先端との中間点よりも前記処置部の先端側に配されていることを特徴とする。
【０００８】
　また、本発明のバスケット型把持鉗子は、前記山折り屈曲点のうち前記処置部の先端か
ら２番目の山折り屈曲点を第２の山折り屈曲点とするとき、前記軸線から前記第１の山折
り屈曲点までの距離が、前記軸線から前記第２の山折り屈曲点までの距離の３／４以下に
形成されていることが好ましい。
【０００９】
　このバスケット型把持鉗子は、上記の構成を備えているので、胆道等対象とする管腔内
に処置部を挿入した際、少なくとも第２の山折り屈曲点から基端側で管腔内壁と接するこ
とができる。したがって、処置部に径方向内方の力が加えられても、第１の山折り屈曲点
は直接径方向内方の力を受けない。ここで、山折り形状とされている各山折り屈曲点では
軸線方向への移動量が小さく抑えられる。そこで、隣接するワイヤ組の弾性ワイヤ同士が
第１の山折り屈曲点よりも先端側で互いに接近するのを抑えることができる。
　また、一つのワイヤ組内における弾性ワイヤ同士の間隔は変化しにくいため、各弾性ワ
イヤの間隔が不均一になるのを抑え、処置部の先端側から見たときの一つのワイヤ組にお
ける弾性ワイヤ間の拡開角度と隣接するワイヤ組における弾性ワイヤ間の拡開角度とを略
同一の角度に維持することができる。
【００１０】
　また、本発明に係るバスケット型把持鉗子は、前記バスケット型把持鉗子であって、前
記弾性ワイヤの先端の結束部から前記分岐点までの途中に、前記山折り屈曲点が連続して
複数形成されていることが好ましい。
　このバスケット型把持鉗子は、上記の構成を備えているので、処置部が収縮されても、
連続する山折り屈曲点間における一つのワイヤ組の弾性ワイヤ部分を互いに接近させにく
い状態に維持することができる。したがって、胆道等の対象とする管腔内で各弾性ワイヤ
先端側の間隔をより均等な大きさで維持することができる。
【００１１】
　また、本発明に係るバスケット型把持鉗子は、前記バスケット型把持鉗子であって、前
記弾性ワイヤの先端の結束部から前記分岐点までの途中に形成された前記各山折り屈曲点
間の距離が、略同一に形成されていることが好ましい。
　このバスケット型把持鉗子は、上記の構成を備えているので、胆道等の対象とする管腔
内で径方向内方の力を受けても弾性ワイヤの内方へのたわみ量を小さく抑えることができ
、分岐点より先端側の弾性ワイヤ同士の間隔を均等な大きさに形成することができる。
【００１２】
　また、本発明に係るバスケット型把持鉗子は、前記バスケット型把持鉗子であって、前
記処置部の先端側から最初に山折り状態に曲げられた前記屈曲点において、異なる前記ワ
イヤ組の隣接する前記弾性ワイヤの間隔が、同一の前記ワイヤ組内における前記弾性ワイ
ヤ同士の間隔よりも大きい間隔に形成されていることが好ましい。
　このバスケット型把持鉗子は、上記の構成を備えているので、胆道等対象とする管腔内
で処置部が収縮された際、山折り状態に曲げられた屈曲点を先端側に設けて収縮後の各ワ
イヤ間の間隔を均等にしようとしたときに、処置部の先端と基端との距離のほうが先端と
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結束部までの距離よりも大きいために、隣接する各ワイヤ組の弾性ワイヤ間の縮み量のほ
うが一つのワイヤ組内における弾性ワイヤ間の縮み量よりも大きくなってしまった場合で
も、処置部の収縮時に弾性ワイヤ先端側の互いの間隔をより均等に保つことができる。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、処置部の基端側から内部に把持した結石等を先端側から逃がすことな
く効果的に把持して対象とする管腔内から排除することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　本発明に係るバスケット型把持鉗子の第１の実施形態について、図１から図４を参照し
ながら説明する。
　本実施形態に係るバスケット型把持鉗子１は、図１及び図２に示すように、内視鏡２と
ともに使用される。
　内視鏡２は、可撓性を有する挿入部３の内部に鉗子チャンネル３Ａが形成されており、
鉗子チャンネル３Ａの基端には鉗子口３Ｂが形成されている。また、挿入部３の基端には
内視鏡操作部４が接続されている。
　バスケット型把持鉗子１は、鉗子口３Ｂから挿通可能な可撓性の操作管５と、操作管５
内に進退自在に挿通された操作ワイヤ部６と、基端が操作ワイヤ部６の先端に接続されて
拡開および収縮可能な処置部７と、操作管５の基端に接続され、進退操作によって処置部
７を拡開或いは収縮させる操作部８とを備えている。
　処置部７は、図３に示すように、先端と基端とがそれぞれ先端結束部１０及び基端結束
部１１にて結束された２本の弾性ワイヤ１２からなるワイヤ組１３を４組備え、これらワ
イヤ組１３の基端から先端に至る途中部分の軸方向同位置に、７つの屈曲点１５ａから１
５ｇと、各弾性ワイヤ１２が互いに間隔をおいて分岐される分岐点１６とが形成されてい
る。
【００１５】
　各ワイヤ組１３の先端から１番目の屈曲点を第１の屈曲点１５ａ、２番目の屈曲点を第
２の屈曲点１５ｂとし、基端に至るまで順に第３の屈曲点１５ｃから第７の屈曲点１５ｇ
とするとき、ワイヤ組１３が、図３（ａ）に示すように、第１の屈曲点１５ａ、第６の屈
曲点１５ｆ、及び第７の屈曲点１５ｇでは、先端結束部１０と基端側結束部１１とを結ぶ
処置部７の軸線である中心軸Ｃを基準に谷折り状態に曲げられている。また、第２の屈曲
点（第１の山折り屈曲点）１５ｂ、第３の屈曲点（第２の山折り屈曲点）１５ｃから第５
の屈曲点１５ｅまでは、中心軸Ｃを基準に山折り状態に曲げられており、先端結束部１０
から分岐点１６までの間に山折り屈曲点が３つ形成されている。
　各ワイヤ組１３は、中心軸Ｃを対称中心として立体的な線対称な関係で配されており、
全体として籠状に形成されている。また、先端結束部１０側から見たとき、図３（ｂ）に
示すように、隣接するワイヤ組１３の弾性ワイヤ１２のなす角度Ａ２と、一つのワイヤ組
１３を構成する弾性ワイヤ１２のなす角度Ａ１とが略同一に形成されている。
　なお、山折り状態とは、直線状態に対して先端側から基端側に向かって中心軸Ｃに接近
する方向に折り曲げる状態をいい、谷折り状態とは、基端側が中心軸Ｃから離間する方向
に折り曲げる状態をいう。
【００１６】
　ここで、第１の屈曲点１５ａでは中心軸Ｃから６５±５度の角度で外側に曲げられ、第
２の屈曲点１５ｂでは直線状態に対して基端側に３０±５度で曲げられ、第３の屈曲点１
５ｃ及び第４の屈曲点１５ｄでは直線状態に対して基端側にそれぞれ２０±５度で曲げら
れている。また、第７の屈曲点１５ｇでは中心軸Ｃから２３±５度の角度で外側に曲げら
れている。
　各屈曲点間の距離は、第１の屈曲点１５ａ～第２の屈曲点１５ｂ間（以下、ａｂ間）が
７±２ｍｍの範囲で形成され、第２の屈曲点１５ｂ～第３の屈曲点１５ｃ間（以下、ｂｃ
間）、第３の屈曲点１５ｃ～第４の屈曲点１５ｄ間（以下、ｃｄ間）、及び第４の屈曲点
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１５ｄ～第５の屈曲点１５ｅ間（以下、ｄｅ間）が９±２ｍｍの範囲で形成され、弾性ワ
イヤ１２の先端結束部１０から分岐点１６までの途中に形成された屈曲点間の距離が、略
同一に形成されている。
【００１７】
　第５の屈曲点１５ｅ～第６の屈曲点１５ｆ間（以下、ｅｆ間）は１２±２ｍｍの範囲で
形成されている。また、各ワイヤ組１３において弾性ワイヤ１２同士の第２の屈曲点１５
ｂにおける間隔は３±２ｍｍ、第３の屈曲点１５ｃにおける間隔は５±２ｍｍに設定され
ている。
　基端結束部１１から分岐点１６までの間に弾性ワイヤ１２が分岐されて形成された間隔
は、分岐点１６から第３の屈曲点１５ｃに向かって３２±５度で分岐されるとともに第３
の屈曲点１５ｃでは直線状態から互いに接近する方向に２４±５度で曲げられて形成され
ている。
【００１８】
　分岐点１６は、第４の屈曲点１５ｄに隣接して設けられており、ワイヤ組１３の２本の
弾性ワイヤ１２が、ロー付け、半田付け、接着剤、熱収縮チューブ等の固定剤で固定され
ている。
　ワイヤ組１３は、基端結束部１１からこの分岐点１６までは、２本の弾性ワイヤ１２が
略平行に近接して並んで配されており、分岐点１６から第３の屈曲点１５ｃまでは、先端
側に向かって互いに離れるように拡がり、第２の屈曲点１５ｂから先端に向かっては互い
に近接するように収束されている。このため、処置部７を先端側から見ると図３（ｂ）に
示すように、矢羽根状に形成されており、処置部７の先端側から最初に山折り状態に曲げ
られた第１の屈曲点１５ｂにおいて、異なるワイヤ組１３の隣接する弾性ワイヤ１２同士
の間隔Ｗ２が、同一のワイヤ組１３内における各弾性ワイヤ１２同士の間隔Ｗ１よりも大
きい間隔に形成されている。
　なお、各弾性ワイヤ１２は、図４に示すように同一の太さに形成されている。
【００１９】
　操作部８は、操作ワイヤ部６の方向に延びて形成された本体１７と、操作ワイヤ部６の
基端から延びる操作棒部材６Ａと接続され本体１７に進退自在に係合されたスライド部１
８とを備えている。
　本体１７の軸方向には、操作棒部材６Ａが貫通可能な貫通孔１７Ａが形成され、本体１
７の基端には操作棒部材６Ａが内部をスライド可能な支持部１７Ｂが設けられ、Ｏリング
１７Ｃにて操作棒部材６Ａの進退操作に対して外部との気密状態が維持されている。
【００２０】
　次に、本実施形態に係るバスケット型把持鉗子１の操作方法及び効果について、例えば
、胆道結石を回収する場合で説明する。
　まず、図１及び図２に示すように、処置部７を操作管５内に収納した状態として、体腔
内に挿入した内視鏡２の挿入部３の鉗子チャンネル３Ａ内を介して体腔内に挿入する。そ
して、操作管５の先端を鉗子チャンネル３Ａの先端から突出させて、例えば、十二指腸乳
頭から胆管内に挿入する。
　処置部７の先端側が結石のある位置を越えたとき、スライド部１８を前進操作して操作
ワイヤ部６を前進させて操作管５の先端から処置部７を突出させる。この際、各ワイヤ組
１３に形成された各屈曲点１５ａ～１５ｇの拡開しようとする弾性力によって、胆管内壁
に接するまで籠状に拡開する。
【００２１】
　この際、図５（ａ）に示すように、第２の屈曲点ｂが谷折り屈曲点とされ、第３の屈曲
点ｃから中心軸までの距離ｒｃと、第４の屈曲点ｄから中心軸までの距離ｒｄとが略同一
とされた従来のバスケット把持鉗子では、図５（ｂ）に示すように、山折りとされた第４
の屈曲点ｄで胆管の内壁Ｄと接して拡開力に対する反力として径方向内方の力Ｆを受ける
と、ｒｃとｒｄとが等しくなり実質的に第３の屈曲点ｃに力Ｆが作用するようになる。そ
して、図５（ｃ）に示すように、中心軸Ｃ方向に距離Ｌ縮められたときに、第２の屈曲点
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ｂは移動量Ｌ１で径方向内方に移動する。
【００２２】
　これに対し、図５（ｄ）に示すような本発明のバスケット把持鉗子１の場合は、図５（
ｅ）に示すように、第４の屈曲点１５ｄで内壁と接する。しかし、上述の構成を備えてい
るので、図５（ｆ）に示すように、中心軸Ｃ方向に図５（ｃ）と同様に距離Ｌ縮められた
ときに、第２の屈曲点１５ｂの径方向内方への移動量Ｌ２は、図５（ｃ）のＬ１よりも小
さく抑えられる。
　そのため、処置部を先端側から見た場合、図６（ａ）に示す従来の場合よりも、図６（
ｂ）に示す処置部７では、第２の屈曲点１５ｂより先端側における各弾性ワイヤ１２の間
隔の変化量が小さい状態で変化する。
　そして、結石を処置部７の基端側から処置部７内に取り込むようにしてスライド部１８
を後退させて操作ワイヤ部６を牽引すると、結石が処置部７内に把持される。
　こうして、バスケット型把持鉗子１を内視鏡２とともに体腔内から引き抜いて結石を排
出する。
【００２３】
　このバスケット型把持鉗子１によれば、胆道等対象とする管腔内に処置部７を挿入した
際、第２の屈曲点１５ｂが山折りとされているので、中心軸Ｃ側に曲がりにくい形状とさ
れて中心軸Ｃ方向への移動量が小さく抑えられる。したがって、第２の屈曲点１５ｂより
も先端側で、隣接するワイヤ組１３の弾性ワイヤ１２同士の間隔Ｗ２が変化しにくく互い
に接近するのを抑えることができる。一方、一つのワイヤ組１３内における弾性ワイヤ１
２同士の間隔Ｗ１が変化しにくいため、各弾性ワイヤ１２の間隔が不均一になるのを抑え
ることができる。そして、処置部７が収縮されても、一つのワイヤ組１３における弾性ワ
イヤ１２間で形成される拡開角度Ａ１と隣接するワイヤ組１３における弾性ワイヤ１２間
で形成される拡開角度Ａ２とを、処置部７の先端側から見て略同一の角度に維持すること
ができ、疎の部分と密の部分とを減らして均一な間隔として把持した結石等を脱落しない
ようにできる。
【００２４】
　次に、第２の実施形態について図７を参照しながら説明する。
　なお、上述した第１の実施形態と同様の構成要素には同一符号を付すとともに説明を省
略する。
　第２の実施形態と第１の実施形態との異なる点は、第２の実施形態に係るバスケット型
把持鉗子２０の処置部２１では、先端結束部１０の近傍で第１の屈曲点２２ａと第２の屈
曲点２２ｂとが谷折り状態に曲げられて形成されている点である。
【００２５】
　すなわち、本実施形態に係るバスケット型把持鉗子２０は、４組のワイヤ組１３Ａの基
端から先端に至る途中部分の軸方向同位置に、第１の屈曲点２２ａから第８の屈曲点２２
ｈまでの８つの屈曲点が形成されており、第３の屈曲点（第１の山折り屈曲点）２２ｃ、
第４の屈曲点（第２の山折り屈曲点）２２ｄ、第５の屈曲点２２ｅ、及び、第６の屈曲点
２２ｆが、直線状態に対して基端側に向かって中心軸Ｃに接近する方向に山折り状態に曲
げられている。
　また、中心軸Ｃから第３の屈曲点２２ｃまでの距離が１０ｍｍとされて、中心軸Ｃから
第４の屈曲点２２ｄまでの距離２０ｍｍの３／４以下に形成されている。
【００２６】
　第３の屈曲点２２ｃと第４の屈曲点２２ｄとは、弾性ワイヤ１２の先端結束部１０から
分岐点１６までの途中に形成され、第３の屈曲点２２ｃから第６の屈曲点２２ｆまで山折
り屈曲点が連続して形成されている。
　また、弾性ワイヤ１２の先端結束部１０から分岐点１６までの途中に形成された第３の
屈曲点２２ｃから第４の屈曲点２２ｄ間、第４の屈曲点２２ｄから第５の屈曲点２２ｅ間
、及び第５の屈曲点２２ｅから第６の屈曲点２２ｆ間の距離が、略同一に形成されている
。本実施形態では、９±２ｍｍとされている。
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【００２７】
　本実施形態に係るバスケット型把持鉗子２０も第１の実施形態に係るバスケット型把持
鉗子１と同様の作用・効果を奏する。
　すなわち、このバスケット型把持鉗子２０によれば、胆道等対象とする管腔内に処置部
２１を挿入した際、少なくとも第２の山折り屈曲点となる第４の屈曲点２２ｄから基端側
で管腔内壁と接するため、第１の山折り屈曲点である第３の屈曲点２２ｃは直接径方向内
方の力を受けない。ここで、処置部２１に径方向内方の力が加えられても、山折り形状と
されている各屈曲点における中心軸方向への移動量を小さく抑えることができる。したが
って、第１の山折り屈曲点となる第３の屈曲点２２ｃよりも先端側で隣接するワイヤ組１
３Ａの弾性ワイヤ１２の間隔Ｗ２が変化しにくく互いに接近するのを抑えることができる
。
【００２８】
　また、一つのワイヤ組１３Ａ内における弾性ワイヤ１２同士の間隔Ｗ１が変化しにくい
ため、全体として各弾性ワイヤ１２の間隔が不均一になるのを抑え、一つのワイヤ組１３
Ａにおける弾性ワイヤ１２間の拡開角度と隣接するワイヤ組１３Ａにおける弾性ワイヤ１
２間の拡開角度とを処置部２１の先端側から見て略同一の角度に維持することができる。
　さらに、第２の屈曲点２２ｂが谷折りとされているので、処置部２１の拡開或いは収縮
時に第１の屈曲点２２ａにかかる開閉力量を緩和することができ、弾性ワイヤ１２が塑性
変形してしまうのを抑制することができる。したがって、再利用の際に拡開した際の処置
部２１の大きさが小さくなってしまうのを防ぐことができる。
【００２９】
　次に、第３の実施形態について図８及び図９を参照しながら説明する。
　なお、上述した第１の実施形態と同様の構成要素には同一符号を付すとともに説明を省
略する。
　第３の実施形態と第１の実施形態との異なる点は、第３の実施形態では、図８に示すよ
うに、処置部２３における各ワイヤ組１３Ｂの隣接する各弾性ワイヤ１２の間隔Ｗ２が、
軸方向同位置の第２の屈曲点１５ｂまでの一つのワイヤ組１３Ｂ内における各弾性ワイヤ
１２間の間隔Ｗ１よりも大きい間隔に形成されているとした点である。
　すなわち、各ワイヤ組１３Ｂの隣接する弾性ワイヤ１２間の縮み量のほうが一つのワイ
ヤ組１３Ｂ内における弾性ワイヤ１２間の縮み量よりも大きくなってしまうという状態を
予め想定し、処置部２３の先端側から見て一つのワイヤ組１３Ｂにおける弾性ワイヤ１２
間で形成される拡開角度Ａ１が、隣接するワイヤ組１３Ｂにおける弾性ワイヤ１２間で形
成される拡開角度Ａ２よりも小さくなるように形成されている。
【００３０】
　本実施形態に係るバスケット型把持鉗子２５によれば、第１の実施形態に係るバスケッ
ト型把持鉗子１と同様の効果を得ることができる。
　従って、処置部２３が管腔内で拡開された際に、図９に示すように、拡開角度Ａ１と拡
開角度Ａ２とを、処置部２３の先端側から見て同一の角度にすることができ、疎の部分と
密の部分とを減らしてより均一な間隔として把持した結石等を脱落しないようにすること
ができる。
【００３１】
　なお、本発明の技術範囲は上記実施の形態に限定されるものではなく、本発明の趣旨を
逸脱しない範囲において種々の変更を加えることが可能である。
　例えば、上記実施形態では、各ワイヤ組１３、１３Ａ、１３Ｂの弾性ワイヤ１２同士は
同一の径に形成されているが、図１０及び図１１に示すように、各ワイヤ組１３Ｃにおけ
る一方の弾性ワイヤ１２ａの外径を他方の弾性ワイヤ１２ｂの外径よりも太い径とした処
置部２６としてもよい。
【００３２】
　この場合、他方の弾性ワイヤ１２ｂの径が小さいので操作管５内への収納性を維持する
ことができるとともに、一方の弾性ワイヤ１２ａのほうが他方の弾性ワイヤ１２ｂよりも
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剛性が高いので処置部２６の拡張力を大きくすることができ、処置部２６を拡開した際、
より拡開状態を確保することができる。
　また、図１２に示すように、ワイヤ組１３Ｄの分岐点１６から先端結束部１０までの途
中にさらに別の山折り屈曲点２７を設けた処置部２８としても構わず、図１３に示すよう
に、ワイヤ組１３Ｅの分岐点１６から先端結束部１０までの途中に山折り屈曲点３０が一
つだけとされた処置部３１としても構わない。
　さらに、屈曲点の形状は折れ曲がった状態のみならず、湾曲状態に曲げられて形成され
ていても構わない。
【図面の簡単な説明】
【００３３】
【図１】本発明の第１の実施形態に係るバスケット型把持鉗子を内視鏡に挿入した状態を
示す一部断面を含む側面図である。
【図２】本発明の第１の実施形態に係るバスケット型把持鉗子の断面図である。
【図３】本発明の第１の実施形態に係るバスケット型把持鉗子の処置部を示す側面図であ
る。
【図４】図２のＸ－Ｘ、及びＹ－Ｙ断面を示す図である。
【図５】本発明の第１の実施形態と従来とのバスケット型把持鉗子の処置部をそれぞれ管
腔内に挿入した際の状態を示す要部概要図である。
【図６】本発明の第１の実施形態と従来とのバスケット型把持鉗子の処置部をそれぞれ管
腔内に挿入した際の状態を示す要部概要図である。
【図７】本発明の第２の実施形態に係るバスケット型把持鉗子の処置部を示す側面図であ
る。
【図８】本発明の第３の実施形態に係るバスケット型把持鉗子の処置部を示す側面図であ
る。
【図９】本発明の第３の実施形態に係るバスケット型把持鉗子の処置部を示す正面図であ
る。
【図１０】本発明の他の実施形態に係るバスケット型把持鉗子の処置部を示す側面図であ
る。
【図１１】図１０における図２のＸ－Ｘ、及びＹ－Ｙ位置に相当する断面を示す図である
。
【図１２】本発明の他の実施形態に係るバスケット型把持鉗子の処置部を示す側面図であ
る。
【図１３】本発明の他の実施形態に係るバスケット型把持鉗子の処置部を示す側面図であ
る。
【符号の説明】
【００３４】
１、２０、２５　バスケット型把持鉗子
２　内視鏡
３Ａ　鉗子チャンネル
５　操作管
６　操作ワイヤ部
７、２１、２３、２６、２８、３１　処置部
８　操作部
１０　先端結束部（結束部）
１１　基端結束部（結束部）
１２　弾性ワイヤ
１３、１３Ａ、１３Ｂ、１３Ｃ，１３Ｄ、１３Ｅ　ワイヤ組
１５ａ　第１の屈曲点（屈曲点）
１５ｂ　第２の屈曲点（屈曲点、第１の山折り屈曲点）
１６　分岐点
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２２ｃ　第３の屈曲点（第１の山折り屈曲点）
２２ｄ　第４の屈曲点（第２の山折り屈曲点）
２７、３０　山折り屈曲点（屈曲点）

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】



(11) JP 4384460 B2 2009.12.16
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【図９】 【図１０】
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【図１１】

【図１２】

【図１３】
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